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はじめに
　本稿では、日本音楽著作権協会に対する排除措置命令を取り消した公正取引委員会の審決に
対して唯一の競業者によって起こされた審決取消訴訟に対する東京高等裁判所の判決を検討す
る。本判決は、原告適格と実質的証拠法則が主要な論点であり、審決を取り消した判決は妥当
なものと考える。
１．事実の概要
　参加人（一般社団法人日本音楽著作権協会、JASRAC、本件の公取委の審判の被審人であり、以
下「Ｚ」という）は、著作権者から音楽著作権の管理を受託した楽曲の利用を放送事業者等に
日本音楽著作権協会（JASRAC） 事件審決取消訴訟東京高裁判決　― 原告適格と実質的証拠法則 ―　― 藤田
― 129 ―
許諾し、使用料を徴収して著作権者に分配する事業を営む者である。Ｚは、放送等利用に係る
音楽著作権の大部分の管理を受託しており、ほとんど全ての放送事業者との間で音楽著作物の
利用許諾契約を締結し、楽曲の利用の有無や回数に関係なく当該放送事業者の放送事業収入に
一定率を乗ずる等の方法で音楽著作物の放送等利用に係る使用料を算定し、徴収している。
　被告（公正取引委員会、以下「Ｙ」という）は、Ｚによる使用料の算定において、放送事業
者が放送番組において利用した音楽著作物の総数に占めるＺが管理を受託した音楽著作物の割
合が反映されておらず、放送事業者が、Ｚ以外の著作権管理事業者が管理する楽曲を利用する
と追加負担が生じるため、それらの楽曲をほとんど利用しないこととなり、Ｚ以外の著作権管
理事業者は放送等利用に係る音楽著作権の管理を受託することができず、放送等利用に係る音
楽著作権の管理事業を営むことが困難になったと認定し、Ｚによるこのような使用料の算定、
徴収は他の著作権管理事業者の事業活動を排除するものであり、独占禁止法第２条第５項所定
の私的独占に該当するなどとして、Ｚに対して、同法第３条に違反することを理由に、同法第
７条第１項の規定に基づき、排除措置命令１を行った。Ｚは、独占禁止法第３条違反の成立を
争い、当該排除措置命令の全部の取消しを求めて審判を請求した。（なお、東京高裁は、平成21
年７月９日に１億円の保釈金により排除措置命令の執行停止を行っていた２。）
　Ｙは審決案を全面的に引用して、排除措置命令を取り消す審決を行った３。Ｙは、Ｚの行為
が新規参入業者の原告（イーライセンス、以下「Ｘ」という）の管理事業を困難にし、参入を
具体的に排除したと認められるかについて、主要な管理楽曲が他の楽曲と比較して遜色のない
形で放送事業者に利用されており、放送事業者に具体的な利用回避があったとは認められない
こと、放送事業者がＸの管理楽曲の利用につき慎重な態度をとったのは、Ｘが準備不足の状態
のまま参入したため、放送事業者の側に相当程度の困惑や混乱があったことが主たる原因であ
ると認めるのが相当であること、Ｘは人気のある楽曲を含む相当数の管理楽曲の管理を受託し
ている上、相当数の放送事業者はＸと利用許諾契約締結の交渉をする用意があると認められる
こと、Ｘは日本放送協会と利用許諾契約を締結し放送等使用料を徴収していることが認められ
ること、その他の事業者が参入しないのは、放送等利用に係る楽曲の管理は非常に煩瑣で費用
がかかることが参入を控えさせる効果を有しているからであるなどと認定し、本件行為が放送
等利用に係る管理楽曲の利用許諾分野における他の管理事業者の事業活動を排除する効果を有
するとまで断ずることは困難であると判示している。
　この審決に対して、現状ではＺの唯一の競業者であるＸによって、審決取消訴訟が東京高等
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１ 公取委命令平成21年２月27日審決集55巻712頁
２ Ｚによる2009年８月６日のプレスリリースによる。http://www.jasrac.or.jp/release/index.html
３ 公取委審判審決平成24年６月12日審決集59巻第１分冊59頁。本審決に関しては、拙稿「判批」山形大学紀要
（社会科学）43巻２号193頁（2013年）を公刊した。
裁判所に起こされた。東京高裁は請求の一部を認容して審決を取り消してＹに差し戻す判決４
を下した。Ｙから上告受理の申し立て、Ｚから上告及び上告受理の申し立てが行われ５、本件
判決は確定していない。
２．判決の要旨
敢　Ｘは、排除措置命令又は審決の名宛人ではないが、排除措置命令を取り消した審決の取
消しを求める原告適格がある。すなわち、独占禁止法には、①排除措置命令確定後におけ
る、違反行為を行った事業者の無過失責任制度（同法25条、26条）、②利害閲係人に対する
事件記録閲覧謄写等の手続（同法70条の15）、③損害賠債請求訳訟における公正取引委員会
への損害額の求意見制度（同法84条）等の諸規定がある。また、Ｚが独占禁止法違反を行っ
た場合には、音楽著作物の放送等利用に係る管理事業においてＺの唯一の競業者である原
告は、その行為により、直接、公正かつ自由な競争の下での事業活勤を阻害されることと
なり、その業務上の損害は著しいものと認められ、本件訴訟についての原告適格があると
認めるのが相当である。
柑　放送事業者15社のＸ管理楽曲の利用を控えるよう促す社内文書、実際の利用実績に照ら
し、15社中８社については利用回避があったと認められ、これと異なる審決の認定には実
質的証拠がない。５社については利用が回避されたとはいえないものの回避しようという
働きかけがあったと認められ、回避が認められないとした審決の認定には実質的証拠がな
い。残る２社については利用回避はなく審決の認定は不合理ではない。
桓　Ｚの包括徴収が放送等利用に係る管理楽曲の利用許諾分野において競業者の参入を著し
く困難にするなどの排除効果を有するか否かは、同分野における市場の構造、Ｚ及びＸの
地位、音楽著作物の特性、著作権者からの音楽著作権の管理の委託を受けることを競う管
理委託分野等との閲連性等の諸事情を総合的に考盧して判断すべきである。放送事業者と
しては、経費削減の観点からＺ以外の管理事業者の管理楽曲を利用した場合に生じる使用
料の支払いを控えようとすることはごく自然な経営行動である。Ｚは同分野においてほぼ
唯ーの管理事業者であり、放送事業者にとってＺと利用許諾契約を締結しないという選択
肢はあり得ない。これに対してＸは新規参入者でありＺと較べて管理楽曲数は極めて少な
い。そうすると、Ｚの包括徴収は他の管理事業者の管理楽曲の利用を抑制する効果を有し
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４ 東京高判平成25年11月1日。本判決の批評として、白石忠志・NBL1015号15頁（2013年）、植村幸也・ビジネス
法務2014年２月号68頁（2014年）、泉水文雄・公正取引760号11頁（2014年）、植村幸也・ジュリスト1463号４
頁（2014年）、上杉秋則・NBL1017号36頁（2014年）、神橋一彦・ジュリスト1464号４頁（2014年）を参照。
５ 公取委の事務総長会見記録（2013年11月13日）とＺのプレスリリース（2013年11月13日）を参照。
ているといえる。
棺　楽曲の選定は、歌手、演奏者の人気度、聴取者の嗜好等や、カウントダウン番組、リク
エスト番組など番組の性格により影響を受ける面があることは否定できないが、そのよう
な特別な場合を除くならば、多くの場合、選定候補楽曲は複数ある。その中に使用料の追
加負担の不要な楽曲と必要な楽曲があれぱ追加負担の不要な楽曲が選択されることは、経
済合理性に適った自然な行動である。放送事業者は、特殊例外的な香組についてはさてお
き、通常の番組で放送される楽曲の選択においては、放送等使用料の追加負担を抑制する
ため、Ｚ以外の管理事業者の管理楽曲の利用を回避するといえる。
３．判決の検討
３－１－１　本判決の原告適格の論理
　本件は行政事件訴訟法による審決取消訴訟であり、同法9条に原告適格が規定されている。本
判決は、「行政事件訴訟法９条１項所定の当該処分又は裁決（以下「処分等」という。）の取消
しを求めるにつき「法律上の利益を有する者」とは、当該処分等により自己の権利若しくは法
律上保護された利益を侵害され、又は必然的に侵害されるおそれのある者をいうのであり、当
該処分等を定めた行政法規が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益の中に吸収解消さ
せるにとどめず、それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれを保護すべきものとする趣
旨を含むと解される場合には、このような利益もここにいう法律上保護された利益に当たり、
当該処分等によりこれを侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者は、当該処分等の取
消訴訟における原告適格を有するものというべきである」と判示し、処分等の名宛人（相手方）
以外の者について上記の法律上保護された利益の有無を判断するに際しては、平成18年改正で
追加された同法９条２項と、最高裁判所平成17年12月７日大法廷判決６の判示した判断基準に
即して、本件原告が原告適格を有するかを判断すると述べている。この判断基準は、「当該法令
の趣旨及び目的、並びに当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質を考慮し、この
場合において、当該法令の趣旨及び目的を考慮するに当たっては、当該法令と目的を共通にす
る関係法令があるときはその趣旨及び目的をも参酌し、当該利益の内容及び性質を考慮するに
当たっては、当該処分等がその根拠となる法令に違反してされた場合に害されることとなる利
益の内容及び性質並びにこれが害される態様及び程度をも勘案すべきである」というものであ
る。
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６ 最判平成17年12月７日民集59巻10号2645頁、森英明・法曹時報50巻２号318頁（2008年）を参照。
　Ｙの主張も同様の判断基準を示した上で、違法な処分がされた場合に害されることとなる利
益の内容及び性質については、判例は、生命、身体の安全等が脅かされるおそれがあるときや、健
康ないし生活環境が阻害されるおそれがあるときには、根拠法令の趣旨、目的を相当程度柔軟
に解するなどして、一定の範囲の者に原告適格を認める傾向があるものの、日常生活ないし社
会・経済生活上の不利益等については、根拠法令に当該利益を個別的利益として保護する趣旨
が含まれているか否かを個別的に判断する傾向があり、さらに、これにも当たらない程度の不
利益ないし性質上公益に属する不利益については、原告適格を否定する傾向があるとして、本
件原告が本件審決により害される利益として主張するものは、本件行為の排除によって得られ
るはずの競争上の利益や、無過失損害賠償請求訴訟を提起したり、求意見制度などを利用した
りすることであるが、これらは、経済生活上の不利益に属するものであり、このような利益は
生命、身体、健康等の利益と比較すれば、要保護性が低く、個別の処分を法令で定めるに当た
り、保護対象とするか否かについての立法府の裁量が認められることから、処分の根拠法令等
を参酌し、根拠法令に当該利益を個別的利益として保護する趣旨が含まれるか否かを個別具体
的に判断することとなると主張していた。その上で、独禁法は公正な競争秩序の維持を目的と
するものであって、排除される事業者を保護することを目的とするものではなく審判制度も公
益の保護を目的とするものであって被害者の個人的利益の救済を図るものではなく、独禁法の
適正な運用によって既存の事業者が公正な競争秩序の下で事業活動を行うことができるように
なってもそのような利益は、公正な競争秩序が維持される結果として生ずるものであって、公
益に属する利益というべきであり、同法が競業者の上記利益を個々人の個別的利益としても保
護する趣旨を含むと解することはできないと主張した。
　本判決は、独禁法の排除措置命令等に関する諸規定が置かれていることから直ちに排除措置
命令等の根拠となる規定が、利害関係人等に該当する全ての者に対して、その利益を個々人の
個別的利益としても保護している趣旨を含んでいると解することはできないとしつつも、事業
者により私的独占又は不当な取引制限等の行為がなされたにもかかわらず、排除措置命令を取
り消す審決がなされた場合等を想定すると、同取消審決等は、単に「一般的公益を害するだけ
ではなく、少なくとも、一定の範囲の競業者等に対する関係では、公正かつ自由な競争の下で
事業活動を行うことを阻害し、当該取引分野における事業活動から排除するなど、必然的に個
別的利益としての業務上の利益を害し、また害するおそれを生ぜしめることになる」と判示し
た。そして、独禁法25条、26条の無過失責任制度、70条の15の利害関係人に対する事件記録閲
覧謄写等の手続き、84条の損害賠償請求訴訟におけるＹへの求意見制度等の諸規定は、違反行
為により損害を受けた競業者等との関係で、損害の填補を適正、迅速かつ適正に受けられるよ
うにすることも、その趣旨及び目的として解することができると述べて、これらの趣旨目的と
排除措置命令を取り消す審決がされた場合等に一定の範囲の競業者等が害される利益の内容及
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び性質を考慮すれば、「排除措置命令等に関する規定は、……競業者が違反行為により直接的に
業務上の被害を受けるおそれがあり、しかもその被害が著しいものである場合には、……公正
かつ自由な競争の下で事業活動を行うことのできる当該競業者の利益を、個々の事業者の個別
的利益としても保護する趣旨を含む規定であると解することができる」と判示し、「Ｚの唯一の
競業者である原告は、その行為により、直接、公正かつ自由な競争の下での事業活動を阻害さ
れることとなり、その業務上の損害は著しいものと認められる」と判示して、原告適格を認め
た。
　このように本判決は、生命、健康に関わる法益とは異なり、経済上の利益である「公正かつ
自由な競争の下で事業活動を行うことのできる当該競業者の利益」に関して、独禁法に違反す
る行為により損害を受けた競業者等との関係で、損害の填補を適正、迅速かつ適正に受けられ
るようにすることも、その趣旨及び目的として解することができる諸規定が定められているこ
とと、競業者が違反行為により直接的に業務上の被害を受けるおそれがあり、しかもその被害
が著しいものであることを根拠に、審決取消訴訟において個々の事業者の個別的利益としても
保護する趣旨を含む規定であると判示した点に注目すべきものがある。
３－1－２　独占禁止法の事案での原告適格の先例
　独禁法のこれまでの事案で、審決の名宛人以外に取消訴訟の原告適格を認めた判決は存在し
ない。独禁法の特別法であった当時の景品表示法の事案である主婦連ジュース訴訟最高裁判決７は、
消費者の原告適格を認めていない。Ｙのホームページに掲載されている平成25年11月13日付け
の事務総長記者会見でも、本件東京高裁判決にＹが是認できない根拠の一つに挙げられている。
だが、以下に述べるように、これらの先例は侵害されていると主張されていた利益と法の定め
の双方において、現行法による本件とでは大きく異なっており、先例にはならないと考える。
　独禁法の特別法であった時代の旧景品表示法の事案である主婦連ジュース訴訟は、景表法10
条１項に基づくＹによる公正競争規約の認定に対して、主婦連及びその代表者が景表法10条６
項に基づいてＹに不服を申し立てたことに始まる。不服申し立ての資格を否定して申立てを却
下したＹの審決に対して、主婦連らが審決取消訴訟を起こした事案である。最高裁は、「同法の
規定にいう一般消費者も国民を消費者としての側面からとらえたものというべきであり、景表
法の規定により一般消費者が受ける利益は、公正取引委員会による同法の適正な運用によつて
実現されるべき公益の保護を通じ国民一般が共通してもつにいたる抽象的、平均的、一般的な
利益、換言すれば、同法の規定の目的である公益の保護の結果として生ずる反射的な利益ない
し事実上の利益であつて、本来私人等権利主体の個人的な利益を保護することを目的とする法
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７ 最判昭和53年３月14日民集32巻２号211頁、越山安久・法曹時報34巻１号197頁（1982年）を参照。
規により保障される法律上保護された利益とはいえないものである」等と判示しており、本件
の原告適格を否定する先例としてＹとＺによって主張されている事案である。
　この事案で主婦連らが公正競争規約の不当性を主張した理由は、それが消費者の誤認を惹起
することにあったが、そもそも公正競争規約の取消しを求めた原告の主婦連らは公正競争規約
の不当性を認識しているのだから、公正競争規約を取り消さなくても不当表示によって被害を
受ける可能性は乏しい当事者であった。しかもＹは審決の６日後、景表法４条３号に基づき、
「無果汁の清涼飲料水等についての表示」を告示し、原告らの主張に実質的にこたえる処理をし
ていた８。これによって原告以外の消費者が誤認する根拠も消滅していた。原告らが既に実害
がなくなった公正競争規約に対して、純理論的な動機から又は消費者運動を盛り上げることを
主眼に提訴したのではないかと思われる事案であったことを踏まえて評価すべき事案である。
現行行政事件訴訟法９条２項に照らして、「当該処分又は裁決がその根拠となる法令に違反して
された場合に害されることとなる利益の内容及び性質並びにこれが害される態様及び程度をも
勘案」したとしても、原告適格が否定される事案であった。行政実定法は第一次的には公益保
護を目的とした法律であり、平成16年の行政事件訴訟法の改正もそこまで変更するものではな
く、「著しい被害を直接的に受けるおそれのある者」に限定して例外的に原告適格を拡大する趣
旨の改正であろう。主婦連ジュース訴訟は、侵害されることとなる利益の点で本件事案とは大
きな違いがあり、著しい不利益がもたらされる本件の事案の先例とするに値しないと考える。
　独禁法に基づき行われた勧告審決の取消訴訟で、最高裁がＹの勧告を応諾した排除措置命令
の名宛人の契約の相手方の原告適格を否定した事案９がある。この事案も本件の先例とはなり
得ないと考える。最高裁は、「正規の審判手続を経てされる審決が証拠による違反行為の認定を
基礎とするものであるのに対し、勧告審決は、専らその名宛人の自由な意思に基づく勧告応諾
の意思表示をその基礎とするものである」「勧告審決の趣旨及び性質にかんがみるときは、右審
決は、その名宛人に対する関係においては、それがその者の自由な意思による応諾に基づくも
のである限り、客観的な違反行為の存否及びこれに対する排除措置としての適否にかかわらず、
適法有効な審決として拘束力を有するが、右名宛人以外の第三者に対する関係においては、右
第三者を拘束するものでないことはもちろん、当該行為が違反行為であることを確定したり、
右審決に基づくその名宛人の行為を正当化したりするなどの法律的な影響を及ぼすこともまた
ないものとして、独禁法上予定されているものと解するのが、相当である。したがつて、名宛
人以外の第三者は、他に特段の事情のない限り、勧告審決によつてその権利又は法律上の利益
を害されることはないものというべきである」と判示している。このように本件は、勧告審決
日本音楽著作権協会（JASRAC） 事件審決取消訴訟東京高裁判決　― 原告適格と実質的証拠法則 ―　― 藤田
― 135 ―
８ 黒田武「無果汁の清涼飲料水等の表示について」公正取引274号17頁（1973年）
９  ノボ・インダストリー勧告審決取訴訟上告審判決・最判昭和50年11月28日民集29巻10号1592頁、石井健吾・法
曹時報31巻１号149頁（1979年）を参照。
の法的性格に基づき勧告審決の名宛人の契約の一方当事者の原告適格を否定した事案であり、
平成17年改正によって勧告審決の制度が廃止され、Ｙが違反行為を認定して排除措置命令を
行ったことに起因する本件とは法制度が異なる事案であって、本件の先例とはなり得ない事案
である。
　三菱銀行に対する勧告審決の取消訴訟が、三菱銀行が排除措置命令により人事干渉を撤回し
た相手方の会社である近江絹糸の株主により起こされた。東京高裁は、「近江絹糸はむしろ右審
決により法律上保護されたものであるばかりでなく、原告は単に同会社の株主であると謂うに
過ぎないのであるから、当該審決によつて直接自己の権利または法によつて保護されている利
益を害されたものということはできない」と判示10して訴えを却下し、最高裁は「右審決の無効
確認を求める法律上の利益を有しないことは原判決の判示するとおりである」と判示11して、上
告を棄却した。この事案は、原告が審決によって利益を侵害されることが立証されておらず、
原告適格を認める余地がないことが明らかな事案であって、本件のように著しい利益の侵害が
認められる事案の先例とはなり得ない事案である。
　八幡製鉄と富士製鉄に対する同意審決の取消訴訟が労働組合の全国組織によって起こされた。
東京高裁は、「かりに前記審決の適否について事実上の反射的利益を有する者についても本訴に
ついての原告適格を認める立場にたつてみても、前記のような地位にある原告は、同審決によ
つて直接かつ、重大な損害を受けるような具体的・個人的利害関係を有するものではないから、
原告は、その適格を有しないものである」と判示12して訴えを却下した。原告は「本件合併は原
告組合に所属する組合員の賃金、労働時間、合理化などの労働条件に重大な影響を与え、原告
組合に所属する労働組合員の労働条件を低下させる」と主張していたが、労働条件の低下がた
とえ生じたとしても同意審決との因果関係が原告適格を認めるに足るほどに明らかであるとは
言えない事案である13。
３－1－３　独占禁止法の規定と原告適格
　審決取消訴訟の原告適格を論じるに際して、独禁法の平成17年改正後は被審人適格を論じな
いまま原告適格を論じても、ほとんどの場合は無意味に帰するのであって、被審人適格と原告
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10 東京高判昭和33年11月24日判例時報176号13頁
11 最判昭和35年7月8日最高裁判所裁判集民事43号157頁
12 東京高判昭和45年12月12日審決集17巻221頁
13 原告が独禁法45条1項に基づく報告、措置請求をした者であることに基づく原告適格の主張を行った事案で、
最高裁は「独禁法四五条一項は、公正取引委員会の審査手続開始の職権発動を促す端緒に関する規定である
にとどまり、報告者に対して公正取引委員会に適当な措置をとることを要求する具体的請求権を付与したも
のではなく、また、同法の定める審判制度は、もともと公益保護の立場から同法違反の状態を是正すること
を主眼とするものであって、同法違反行為による被害者の個人的救済をはかることを目的とするものではな
いというべきであるから、同法四五条一項に基づく報告、措置要求をした者は、たとえ同法違反行為の被害
者に該当するときであっても、同法上の審決を求める権利利益を有するものと解することはできない」と判
示して斥けている。最判昭和48年３月１日公取委審決集19巻231頁
適格の判断基準とは同じであると解されるとの指摘がある14。だが本件は、例外的な事案である。
本件の当時、独禁法は不服審査前置主義かつ裁決主義を採用し、原処分に対する不服も、裁決
＝審決に対する不服として争わせる方式を採用していた（独禁法77条３項）。審決を通して原処
分を間接的に攻撃する場合には、被審人適格＝原告適格という図式が成り立つが、原処分を離
れて審決それ自体を争う可能性が開かれているならば、この図式は成り立たず、審決固有の原
告適格を論ずる必要が出てくる15。
　審判と審決取消訴訟の関係をみると、審決取消訴訟は審判に対して、かなり理念型に近い事
後審であるとは言えよう。①審決取消訴訟における審判の対象は原処分ではなく審決である（77
条３項）、②審決取消訴訟における訴訟資料は、原則として審判に現れたそれに限定される（81
条）、③新証拠の提出が認められる場合は、事件がＹに差し戻される（81条３項）、④審判の記
録が、Ｙから東京高裁に義務的に送付される（79条）、⑤事実認定に関して、裁判所は、Ｙの推
論過程の合理性だけを審理する（80条）、⑥審決が取り消されても、裁判所に自判の権限は認め
られておらず、事案は、審判請求が係属していた状態に戻される（82条２項）という諸要素は、
それが原処分を離れて、審決のみについて被審人以外の第三者に原告適格を認めるようには出
来ていないことを示す徴表にほかならないとの指摘16がある。
　独禁法には、原処分の全部を取り消す審決がなされ、その審決を取り消す判決が確定した場
合を想定した規定が置かれている（82条２項、66条３項）。原処分全部取消の審決に対して被審
人が取消訴訟を提起する利益はないので、同法は第三者が原告となる場合があると考えている
と解されよう。これに対しては、被審人以外の第三者に原告適格がたとえ認められたとしても、
独禁法82条の定めにより、第三者原告は、審決取消訴訟において、審決の事実認定を覆すため
の立証活動をする機会が著しく制限されることとなること、81条の定めにより新証拠の提出が
制限されており、審決の事実認定の基礎となった証拠を評価し、解釈し、批判し、その信用性
を弾劾するような証拠も、原則として取消訴訟において提出することができないことを挙げて、
第三者原告は、審決取消訴訟において、審決の事実認定を覆すための立証活動をする機会が著
しく制限されることとなり、事実審の審理を受ける審級の利益をほとんど否定されているのに
等しいと論じて、被審人適格と原告適格の判断基準とは同じであるとの指摘17がある。だが、第
三者原告が、単に事実上、立証活動をする機会が著しく制限されていることを根拠にして、法
規範として第三者に原告適格は認められないとする論理には飛躍がある。現にＸは本件におい
て、困難を乗り越えて審決を取り消す東京高裁判決を勝ち取っている。一見するほどには立証
活動は制限されていないのである。
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14 白石忠志『独占禁止法（第２版）』（有斐閣　2010年）613頁
15 安念潤司「公取委審決取消訴訟の原告適格について」中央ロージャーナル10巻１号33頁以下（2013年）39頁
16 安念・同上　39-40頁
17 安念・同上　41-44頁
　独禁法上の審判が、一般法たる行政不服審査法に対する関係で「特別の定め」（同法１条２
項）に当たることは明らかである（独禁法70 条の22）から、仕組みの一構成要素たる不服申立
適格についても「特別の定め」が用意されているのではないか、と考えることもまた素直な接
近法であるとの指摘18がある。そして、独禁法49条の排除措置命令の規定を参照して、名宛人
（のみ）に排除措置命令書が送達され、意見陳述に係る諸事項が通知され、名宛人（のみ）が意
見陳述権・代理人選任権をもつ、とされているのは、あげて排除措置命令による実体法上の権
利変動が名宛人についてのみ生ずると考えるからに相違なく、そうだとすれば、 6 項の「不服
がある者」は、送達を受けた名宛人に限定されると解するのが最も自然であろうと指摘19されて
いる。だが、行政処分が行われた場合に、名宛人以外の者に、一々、謄本が送付されて意見を
提出する機会が与えられているであろうか。そういった機会がたとえ与えられていなくても、
行政事件訴訟において原告適格が認められてきたのではなかろうか。独禁法49条の定めを根拠
に、被審人適格を名宛人のみに限定するのは根拠が薄弱である。本件は被審人適格が問題となっ
た事案ではない。審決取消訴訟の原告適格が争点となっているのであるから、結局は行訴法9条
の解釈適用を、直接論じるべき問題であろう。
３－１－４　行政事件訴訟法９条と原告適格
　行訴法９条は、平成16年に改正されている。改正の趣旨20の中に、「救済の範囲の拡大」の一
つとして「取消訴訟の原告適格の拡大」が挙げられており、衆参の法務委員会において、現代
行政の多様な利益調整の在り方に配慮して、これまでの運用にとらわれることなく、国民の権
利利益の救済を拡大する趣旨であることが決議されていることを十分に踏まえて議論する必要
がある。
　平成16年改正後の小田急鉄道事件最高裁判決21は、第三者の法律上保護された利益の有無を判
断する際の考慮事項として行訴法９条２項と同趣旨のものを挙げた上で、都市計画事業の事業
地の周辺に居住する住民のうち「当該事業が実施されることにより、健康または生活環境に係
る著しい被害を直接的に受けるおそれのある者」は、当該事業の認可の取消しを求めるにつき
法律上の利益を有する者として原告適格を有すると判示して、事業地の周辺地域に居住し、事
業地内の不動産につき権利を有しない者に、一律に原告適格を否定していた都市計画事業認可
処分等取消請求事件最高裁判決22をこれに抵触する限度で変更すべきであると判示した。
　平成21年のサテライト大阪事件最高裁判決23は、競輪の場外車券発売施設の設置許可処分に対
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18 安念・同上　48頁
19 安念・同前
20 南博方＝高橋滋『条解行政事件訴訟法（第３版補正版）』（弘文堂　2009年）264-265頁
21 前掲注６
22 最判平成11年11月25日判例時報1698号66頁
23 最判平成21年10月15日民集63巻８号1711頁、清野正彦・法曹時報62巻11号196頁（2010年）を参照。
して、本件敷地から1,000メートル以内において病院又は診療所を設置する医師や居住し又は事
業を営む者が設置許可要件を満たさない違法な処分であると主張して取消を求めた事案である。
原審が一律に原告適格を認めたことに対して、最高裁は「法及び規則が位置基準によって保護
しようとしているのは、第一次的には、上記のような不特定多数者の利益であるところ、それ
は、性質上、一般的公益に属する利益であって、原告適格を基礎付けるには足りないものであ
るといわざるを得ない。したがって、場外施設の周辺において居住し又は事業（医療施設等に
係る事業を除く。）を営むにすぎない者や、医療施設等の利用者は、位置基準を根拠として場外
施設の設置許可の取消しを求める原告適格を有しないものと解される」と判示しつつも、「場外
施設は、多数の来場者が参集することによってその周辺に享楽的な雰囲気や喧噪といった環境
をもたらすものであるから、位置基準は、そのような環境の変化によって周辺の医療施設等の
開設者が被る文教又は保健衛生にかかわる業務上の支障について、特に国民の生活に及ぼす影
響が大きいものとして、その支障が著しいものである場合に当該場外施設の設置を禁止し当該
医療施設等の開設者の行う業務を保護する趣旨をも含む規定であると解することができる」と
判示して、「著しい支障が生ずるおそれが具体的に認められる場合には、当該場外施設の設置許
可が違法とされることもある」と述べて、「著しい業務上の支障が生ずるおそれがあると位置的
に認められる区域に医療施設等を開設する者は、……原告適格を有するものと解される」と判
示して、業務上の支障に基づく原告適格を認めている。
　この事件で「性質上、一般的公益に属する利益」と判断する根拠として、「長期的観点に立っ
て総合的に判断されるべき事柄である」と設置許可の判断において裁量の余地が大きい旨、述
べていることにも注目すべきであろう。独禁法違反行為の認定と違反行為に対する排除措置命
令がそこまで裁量の余地が大きいとは考えられないからである。
　これに対して、平成19年の病院開設許可処分取消請求事件最高裁判決24は、医療法に基づく病
院の開設許可に対して、開設地の市又は付近で医療施設を開設して医療行為をする医療法人や
医師などが開設の許可の取消しを求めた訴訟であるが、原告適格を認めなかった。許可要件が
他施設開設者の利益を考慮することを予定していないことが明らかであると判示しており、原
告に著しい業務上の支障が生じることが立証されているようにも思われない事案であり、平成
16年改正でも原告適格が認められる余地はない事案であった25。
　行訴法９条に立ち返って論じても、本件原告に原告適格は認められないとの指摘26がある。被
審人以外の第三者が審決の取り消しを求めるについて、「法律上の利益」を有することを説明で
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24 最判平成19年10月19日判例時報1993号３頁。細川俊彦「判批」民商法雑誌138巻２号123頁（2008年）、大西有
二「判批」平成19年度重判解50頁（2008年）、山田洋「判批」判例評論598号164頁（2008年）を参照した。
25 行訴法９条の平成16年改正後の運用動向に関しては、高橋滋編『改正行訴法の執行状況の検証』（商事法務　
2014年）を参照した。
26 安念　前掲注15　50-55頁
きないとの議論である。この論者は、主婦連ジュース訴訟最高裁判決について、この判決は被
審人の競争事業者については何も語っていないが、推測はできるとして、判旨が、独禁法の目
的が公益の保護だと述べた主要な根拠は、同法の執行が主としてＹによって担われていること
であり、同法を当局が遵守することによって、現実には、さまざまなステークホルダーがさま
ざまな利益を直接・間接に享受するであろうが、それらはあくまでも、行政権の適法な行動に
よってもたらされる反射的利益にすぎないのであり、この点では消費者も競争事業者も変わる
ところはないから、一般消費者とは違って競争事業者であれば審決取消訴訟の原告適格を有す
るとはいえないと論じている。さらに、独禁法25条と26条に関しては、ジュース訴訟最高裁判
決の際にも存在しており、同最高裁判決はそれを踏まえた判決であること、しかも両条は不法
行為規範の仲間であって、単に過失の立証責任を免除しているだけであり、独禁法違反をした
者は過失どころか故意があるのが通常であり、民法709条の要件をどの程度緩和しているといえ
るか甚だ疑問であると論じ、さらに主婦連ジュース訴訟最高裁判決より以前に下された独禁法
45条に関する判決から「審判において命ぜられる排除措置と相俟って同法違反の行為に対する
抑止的効果を挙げようとする目的に出た附随的制度」に過ぎない旨の判旨を引用している。
　この独禁法の理解は、独禁法の執行が主としてＹにより担われていることを根拠に独禁法の
目的を公益の保護と解するものであるが、この考えは、事件記録閲覧謄写請求（ごみ焼却炉）
事件控訴審27で判示され、最高裁によって取り消された独禁法理解である。同控訴審判決では、
独禁法45条１項については、Ｙの審査手続開始の職権発動を促す端緒に関する規定に過ぎず、
独禁法59条については、行政事件訴訟法の参加の規定とは異なり、第三者に対して審判手続へ
の参加を権利として認めている規定ではなく、適正・迅速な処理のために、被控訴人が必要と
判断する限りにおいて、被控訴人の裁量によって、第三者を審判手続へ関与させることができ
ることを定めた規定にすぎないものと解されると判示して、これ以外に法違反行為の被害者が
手続に関与し得ることを定めた法の規定はないと述べて、「このように、法は、法違反行為の被
害者が法違反事件の処理手続に積極的に関与し得ることを定めた規定を置いていないのである
が、これは、法の定める法違反事件の処理手続がもともと公益保護の立場から法違反の状態を
是正することを主眼とし、法違反行為による被害者の個人的利益の救済を図ることを直接の目
的とするものではないことによるものと解される」と判示していた。
　だが、この判決は最高裁によって取り消された。最高裁28は、独禁法43条、45条、59条、60条、
61条を参照の上で、「このような法の規定やその趣旨、目的等に照らせば、法69条所定の事件記
録の閲覧謄写請求権は、審判手続における当事者の防御権行使等のためだけに認められたもの
ではなく、審判手続に参加し得る者が参加又は意見陳述の要否を検討し、法違反行為の被害者
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27 東京高判平成14年６月５日判例時報1796号87頁
28 最判平成15年９月９日判例時報1840号３頁
が差止請求訴訟又は損害賠償請求訴訟を提起しあるいは維持するための便宜を図る趣旨をも含
むものと解するのが相当である」と判示した。この判決は、個々の条文解釈の背景にある独禁
法のエンフォースメントの在り方についての両者の基本的認識の差異が、条文の趣旨の解釈に
反映し、判決の結論を左右したとみることもできそうである29と指摘されてきた。最高裁の独禁
法理解の転換を示す重要な判決であろう。
　本件の東京高裁判決の独禁法理解は、この平成15年最高裁判決と共通していると見ることが
できる。東京高裁は、排除措置命令等に関連して設けられた諸規定の趣旨、目的等について、
独禁法45条、70条３、70条の15、25条、26条を参照して、これらの規定が置かれていることか
ら直ちに、利害関係人等に該当する全ての者に対して、その利益を個々人の個別的利益として
も保護している趣旨を含んでいると解することはできないと判示しつつも、25条、26条、70条
の15、84条等の諸規定は、「一定の範囲の競業者等が上記のような業務上の利益を害された場合
に、違反行為者の過失や損害額の算定に関する被害者側の立証の負担を軽減させ、また、被害
者が損害賠償請求等の訴訟を遂行するに当たって必要となる資料の入手を容易にすることによ
り、違反行為により損害を受けた競業者等（被害者）との関係で、損害の填補を適正、迅速か
つ容易に受けられるようにすることも、その趣旨及び目的としていると解することができる」
と判示した。主婦連ジュース訴訟最高裁判決が独禁法の諸規定を公益保護の観点からしか把握
しなかったのと異なり、平成15年最高裁判決と同様の把握をしている。東京高裁は、さらに、
排除措置命令に関しても、「排除措置命令を取り消す旨の審決が出されたことにより、著しい業
務上の被害を直接的に受けるおそれがあると認められる競業者については、上記審決の取消し
を求める原告適格を有するものと認められる」と判示した。
　そもそも行政処分の救済手段として取消訴訟を用意することを憲法が一義的に要求している
とまでは言い難いとされており、救済手段として差止め、損害賠償、現在の法律関係に引き直
してする訴訟等、いくらでも考え付くが、違法な処分がもたらす不利益な権利変動を一挙に覆
滅する手段として取消訴訟は簡明であると指摘30されている。公正かつ自由な競争の下で事業活
動を行うことのできる利益を、独禁法は通常は差止請求、損害賠償請求によって保護している
が、著しい業務上の被害を直接的に受けるおそれがある場合に例外的に取消訴訟の原告適格を
認める旨、本件東京高裁は判示していると解され、極めて妥当な考え方であろう。
　「法律上保護された利益説」に関しては、①一定の利益が処分の根拠法規によって保護されて
いるかという保護利益の判定と、②そのような保護利益が認められる者の範囲はどこまでかと
いう保護範囲の確定の二段階の判断枠組みが想定されるとの指摘31がある。この指摘は、分析枠
日本音楽著作権協会（JASRAC） 事件審決取消訴訟東京高裁判決　― 原告適格と実質的証拠法則 ―　― 藤田
― 141 ―
29 宇賀克也「判批」法学教室280号44頁以下（2004年）46頁
30 安念　前掲注15　37頁。当該文献は行政処分の名宛人に関して述べているが、名宛人に限定しなければなら
ないわけではなかろう。
31 神橋一彦「取消訴訟における原告適格判断の枠組みについて」立教法学71号１頁以下（2006年）14頁
組みとして一応は有効であろうが、この二つを截然と分けて分析することには疑問がある。最
高裁判決も改正法の規定も、行政処分により受ける不利益が著しいものを保護利益と判定して
いると見受けられるからである。さらに、本案での当該行政処分の違法性の大きさも勘案され
ているようにも考えられる。イギリスの法運用では、行政処分の違法性が大きい場合には、原
告適格を緩めている32とのことであるが、本件判決にはそのような思考法が働いているようにも
思われる。
３－２　事実認定の誤りについての判断
　本件審決は、本件行為が排除型私的独占に該当するためには、本件行為が、①他の管理事業
者の事業活動を排除する効果を有すること、②正常な競争手段の範囲を逸脱するような人為性
を有すること、③一定の取引分野における競争を実質的に制限するものであること、④公共の
利益に反するものであること、との各要件を充足することが必要であるとした上で、上記①の
要件を充足しないと判断していたが、東京高裁は、この①の判断の当否を検討している。
　東京高裁はＸの主張に即して判断し、審決が違反行為が立証されていないことの重要な根拠
にしていた「恋愛写真」の利用実績については、「少なくとも放送事業者の一部に関しては、本
件審決が、同月19日頃以降に初めて無料化措置を知ったと認定した点は、実質的証拠に基づか
ないものであり、誤りがある」としつつも、「「『恋愛写真』が無料化措置の通知の前後を問わず、
広く放送事業者に利用されていた」とした本件審決の認定は、放送事業者が無料化措置を知っ
た前後において、その利用状況に格別の差異があるとは積極的に認めることはできないとする
限りにおいて、あながち不合理な認定であるとまではいえない」と判示した。
　これに対して、放送事業者の社内通知文書の作成配付等についての審決の事実認定は、実質
的証拠に基づかないものがあると判示した。13社について、「Ｘ管理楽曲の利用を控えるように
との趣旨を明記した社内通知文書を配付するなどの方法により、Ｘ管理楽曲の利用を回避する
働きかけがされていたと認められ」、８社について、「社内通知文書を配付するなどしたことに
より、Ｘ管理楽曲の利用が控えられたと認めるのが合理的であり、これに反する本件審決の認
定は、実質的証拠に基づくものとはいえない」と判示した。さらに、「カウントダウン番組……
等では、該当する楽曲や当該歌手の最新楽曲等を利用せざるを得ず、他の楽曲に代替すること
はできない場合があるといえるが、それ以外の番組では、通常、番組の目的、内容、視聴者の
嗜好等に適合する楽曲の候補が複数あり、その中から放送等使用料の費用負担を考慮して選曲
されることは十分にあり得るというべきであって、放送等使用料の負担の点を理由とする楽曲
利用の回避があり得ないということはできない」と述べて、「楽曲には一般的に代替性がないか
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32 高橋編　前掲注25　111頁
ら、Ｘ管理楽曲など特定の楽曲の利用を回避することはない旨の供述に合理性があるとはいえ
ない」と判示した。
　Ｘの放送等利用に係る管理事業への参入が進まないのは、Ｘの準備不足による放送事業者の
困惑と混乱が原因であるとした審決の事実認定については、実質的証拠に基づかないものであ
ると判示した。もっともＸの放送等利用に係る管理事業への参入に対する準備状況に関するＸ
と民放連等との交渉の状況、Ｘの管理事業参入後の状況、Ｘによる管理楽曲のリストの提示等
の審決の事実認定について、審決の事実認定を否定しているわけではなく、「放送事業者は、そ
のような点に困惑したものと推認され、本件審決の認定は、その限度では合理的でないとはい
えない」と判示している。しかしながら、東京高裁は、Ｚと民放連との平成18年協定ではそれ
以前の1.5倍の放送等使用料を支払う結果になった事情の下では、「放送事業者が、放送事業の
経費を抑えるために、Ｘに対する放送等使用料を抑制する手段を選択することが考えられる」
「カウントダウン番組等一定の番組を除けば、番組の目的、内容、視聴者の嗜好（聴取率）等の
条件に適合する楽曲は一つに限られず、複数の楽曲がその候補となり得ると考えられるから、
それらの中から利用する楽曲を選定するに当たり、Ｘ管理楽曲の利用を回避することは、可能
かつ容易であるといえる」と判示し、「本件審決は、「放送事業者がＸ管理楽曲の利用につき慎
重な態度をとったことの主たる原因が、Ｚと放送事業者との間の包括徴収を内容とする利用許
諾契約による追加負担の発生にあったと認めることはでき（ない）」「Ｘが準備不足の状態のま
ま放送等利用に係る管理事業に参入したため、放送事業者の間にＸ管理楽曲の利用に関し、相
当程度の困惑や混乱があったことがその主たる原因であったと認めるのが相当である」とした
が、本件審決の上記認定は、実質的証拠に基づくものとはいえない」と判示した。
　エイベックス・グループがＸとの管理委託契約を解約した理由については、東京高裁は審判
で取り調べられた証拠を摘示して、「エイベックス・グループは、放送事業者は、Ｘ管理楽曲の
利用により放送等使用料を追加負担することになり、そのことの故に、少なくない数の放送事
業者が、Ｘ管理楽曲の利用を回避し、又は回避しようとしたと理解し、平成19年１月以降も、
再びＸ管理楽曲の利用の回避が継続するであろうと予測して、Ｘとの放送等利用に係る管理委
託契約を解約したと認められる」「Ｘ管理楽曲を利用するとその放送等使用料を追加負担するこ
とになるため、少なくない数の放送事業者が、Ｘ管理楽曲の利用を回避し、又は回避しようと
したとの事実が認められることからすると、エイベックス・グループがＸ管理楽曲の客観的な
利用状況を把握していなかったとしても、エイベックス・グループの認識が誤っていたとはい
えない」と判示し、「本件審決は、「エイベックス・グループが正確な情報に基づいてＸとの委
託契約を解約したとはいえない」「Ｚの本件行為にＸへの管理委託契約を解約させるような効果
があったとまではいえない」と認定したが、本件審決の上記認定は、実質的証拠に基づくもの
ではない」と判示した。
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　Ｘ管理楽曲数の増加と利用回避の解消との関係については、審判で取り調べられた証拠に基
づき、「Ｘは、エイベックス・グループから管理委託契約を解約された後も、管理楽曲数を増加
させていることに照らすならば、管理楽曲数の増加に伴って、利用回数も増加し、放送等使用
料額も増加することが合理的に推測されると考える余地も否定できない。しかし、前記のとお
り、Ｘが実際に放送事業者から徴収した放送等使用料の額は、平成18年が６万6,567円、平成19
年が７万5,640円、……平成22年９月30日時点で年間20万円から30万円程度であって、極めて僅
かな額であるといえる。また、NHKはＸと放送等利用に関する合意書を締結しているが、Ｘ管
理楽曲を利用したのは、平成21年末までで、平成18年に「恋愛写真」を４回、平成20年に４曲……、
平成21年に３曲……だけであった」と判示して、「本件審決は、「Ｘは、放送事業者と利用許諾
契約を締結することにより、相応の放送等使用料の徴収が可能であり、上記のように放送等使
用料の収入が低い金額にとどまっている理由は、Ｘが放送事業者との間で利用許諾契約を締結
していないことにある」、「Ｘが、放送等利用に係る管理事業を営むことが困難な状態になって
いたというには疑問が残る」と認定したが、上記の事実に照らすならば、本件審決の同認定は、実
質的証拠に基づくものとはいえない」と判示した。
３－３　排除型私的独占該当性の判断の誤りについて
　東京高裁は、「Ｚの本件行為が、放送等利用に係る管理楽曲の利用許諾分野において、競業者
の参入を著しく困難にするなどの効果（排除効果）を有するか否かは、放送等利用に係る管理
楽曲の利用許諾分野における市場の構造、同市場におけるＺ及びＸの地位、音楽著作物の特性、
著作権者から音楽著作権の管理の委託を受けることを競う管理委託分野等との関連性等の諸事
情を、総合的に考慮して判断すべきである」と判示して、これらの諸事情について検討している。
　東京高裁は、Ｚはほとんど全ての放送事業者の間で、放送等使用料を包括徴収とする利用許
諾契約を締結しており、前年度の放送事業収入に一定率を乗ずる等により算定し、Ｚの管理楽
曲の利用割合によって変動することなく一定額であるが、「放送事業者は、Ｚの管理楽曲を利用
する場合には、その利用楽曲数がいかに増加しようとも、……定額の放送等使用料に追加して
これを支払う必要はないのに対して、Ｚ以外の管理事業者の管理楽曲を利用する場合には、当
該管理事業者との利用許諾契約に従って別途放送等使用料の支払を余儀なくされる」こと、「放
送事業者としては、経費削減の観点から、Ｚ以外の管理事業者の管理楽曲を利用した場合に生
じる放送等使用料の支払を控えようとすることは、ごく自然な経営行動である」こと、Ｚは管
理事業法施行の前後を通じてほぼ唯一の管理事業者であり、放送事業者としては、Ｚと利用許
諾契約を締結しないという選択肢はあり得ない状況があったこと、Ｚが定めた個別徴収では放
送等使用料の額が高額となることから、個別徴収方式は、放送事業者にとって、現実的な選択
肢と評価することはできないこと、Ｘは新規参入した唯一の事業者であり、Ｚと比べ、放送等
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利用に係る管理を委託された音楽著作権の数は極めて少ないことを指摘し、「Ｚの行為は、放送
事業者をして、放送等使用料の追加負担を避けるために、他の管理事業者の管理楽曲の利用を
回避する対応を採らせる蓋然性が高く、他の管理事業者の管理楽曲の利用を抑制する効果を有
しているといえる」と判示した。
　また、カウントダウン番組やリクエスト番組のような「特別な場合を除くならば、番組の目
的、内容、視聴者の嗜好（聴取率）等を勘案するとしても、多くの場合は、選定の対象とされ
る楽曲は、一つではなく、複数となると考えられる。したがって、複数の選定対象楽曲の中に、
放送等使用料の追加負担の不要な楽曲と必要な楽曲があれば、経費負担を考慮して追加負担の
不要な楽曲が選択されることは、経済合理性に適った自然な行動といえる」と判示した。
　さらに、首都圏のFMラジオ局を含む少なくない数の放送事業者は、Ｘ管理楽曲の利用を回
避した又は回避しようとしたこと、このような対応を採ったのは、Ｘへの放送等使用料の支払
が追加負担となることが大きな要因であったこと、エイベックスグループがＸとの管理委託契
約を解約したのも少なくない放送事業者がＸ管理楽曲の利用を回避しようとしたことが大きな
要因であること、Ｘの管理楽曲数は増加しているが、徴収した放送等使用料の額は極めて低額
でこの事態が容易に解消すると認めるに足りる証拠はないこと、「恋愛写真」は人気のある歌手
の楽曲であり、CDが発売された等の特殊事情を考慮すれば、「「恋愛写真」が無料化措置が放送
事業者に伝達される前に放送事業者に利用されていたことから、Ｘの管理に係る他の楽曲につ
いても、Ｚの管理楽曲と同様の条件の下で利用される状況にあったと推認することは到底でき
ない」と判示し、Ｚの本件行為は、放送等利用に係る管理楽曲の利用許諾分野において、Ｘの
事業活動の継続や新規参入を著しく困難にしたと認められ、本件行為は、放送等利用に係る管
理楽曲の利用許諾分野における他の管理事業者の事業活動を排除する効果を有する行為であ
る」と判示して、審決の認定は実質的証拠に基づかないものであり、判断にも誤りがあると判
示した。
　これまでに東京高裁が審決の事実認定に実質的証拠がないとした先例はあるが、本件のよう
に多くの事実に及んだ先例はない。独禁法80条１項は「第七十七条第一項に規定する訴訟につ
いては、公正取引委員会の認定した事実は、これを立証する実質的な証拠があるときには、裁
判所を拘束する」と定めており、実質的な証拠の有無は裁判所が判断する（２項）が、実質的
証拠がない場合には審決を取り消すことができるに止まり、新たな事実認定に基づき自判でき
るわけではない（82条）。
　この点、本判決は単に取り消しただけではなく、審判に明示的に差し戻しており、さらに２
条５項の要件該当性の判断において、東京高裁としての事実認識も示していることが注目でき
る。審決を取り消した場合、審決がない状態に復するから明示的に差し戻しても問題はないが、
実質的証拠がない審決の部分は、Ｘが参入時に放送等事業者がＸの楽曲の利用を回避してはい
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ないという部分である。審決は「本件行為は，放送事業者が被審人以外の管理事業者の管理楽
曲を利用することを抑制する効果を有し，競業者の新規参入について消極的な要因となること
は認められ」と述べているが、排除効果まで認定したわけではなく、この論点に関するＺの主
張に審決は答えてはいない。新たな審決の際にＹが東京高裁の示した事実認識に反する判断を
行う余地はあろう。ただし、再度、排除効果を否定する事実認定を伴う審決を出す場合には、
十分な理由の説明が求められよう。
　東京高裁の判断過程が実質的証拠の法則を逸脱している旨の主張が上告受理の申し立てで行
われていることも考えられる。一般に独立行政委員会における準司法的な決定は、①証拠を採
用し、その正確性と信憑性について吟味する、②証拠より基礎的事実を認定する、③基礎的事
実から、行政機関の有する経験則を利用して、要件事実又は究極的事実が推論され、あるいは
推論されない（推論過程）、④要件事実より、制定法上の規準を適用して、決定が下される。①
から③までが事実認定のプロセスであり、実質的証拠法則では、このプロセスにおける独立行
政委員会の判断が尊重されることになる33。
　本判決では、①の証拠採用・信憑性評価については、「あながち不合理とはいえない」といっ
た表現により相当の疑問があることを示唆しつつも、Ｙの判断を尊重している。②の証拠と基
礎事実の結びつきについては、「その証拠に基づき、理性のある人が合理的に考えてその事実認
定に到達し得るものであればその証拠は実質的な証拠というべきである」「ある証拠が経験則上
到底信ずることができないかどうか、及び当該事件の記録中に相矛盾する証拠がある場合に被
告のした証拠の取捨選択が経験則に反しないかどうかの問題は、ともに当然裁判所の審査すべ
きことである」と判示した先例34に基づき、Ｙが取り調べた反対証拠も吟味して行うことになる。
本判決は、放送等事業者がＸの管理楽曲の使用の回避をしていないとの事実認定に関して、こ
のプロセスで、相当数の問題で実質的証拠がないとの判断を示した。
　本判決では、③に関しても、Ｘの準備不足が主たる原因であるという審決の事実認定に関し
て、実質的証拠がないとの判断を示した。ここでは準備不足であったとの審決の認定それ自体
は是認されている。この推論過程については、裁判所は独立行政委員会の推論と比較して、別
の推論がより合理的であると考えても、これを代置してはならないのであり、独立行政委員会
の推論自体の「合理性」だけについて、反対の事実・証拠も含めて審査するのであって、「真正
性」まで審査してはらないと理解されてきた35。東京高裁が自らの判断を違法に代置したのでは
ないかが問題になろう。
　本件包括徴収の経済効果とＸの準備不足の双方が原因になっているとすると、本件包括徴収
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33 諏訪園貞明＝西岡繁靖「我が国の審決等の取消訴訟における実質的証拠法則について」判例タイムズ1092号
26頁以下（2002年）27頁
34 日本出版協会に対する件・東京高判昭和28年８月29日行集４巻８号1898頁
35 諏訪園ほか　前掲注33　27頁
と排除効果の相当因果関係36の有無の問題と考えられよう。これは基礎的な事実の認定にとどま
らず、何をどう評価するかという問題であって、因果関係をめぐる法解釈の問題を含むもので、
法律解釈と事実認定の混合問題と言えるものであり、実質的証拠法則を採ってもかなり深く裁
判所が立ち入って判断するアプローチも可能であり、そのアプローチでは審査範囲は通常の審
査とほとんど変わらないことになる37。本判決はそのアプローチを採っていると見ることが出来
よう38。また、こういった推論過程では経験則の解釈・適用が行われることになり、経験則の認
定や適用の誤りは法律問題とされて、上告理由ともされてきている。
　これまでも実質的証拠があるとされた例であっても、独立行政委員会から提出された証拠か
ら審決認定外の事実を補充的に認定するなど、事実を再構成して、審決の事実認定の合理性を
検討したとみられる例も存在すると指摘されている39。実質的証拠法則の意義を高める目的で、
事実認定においてどのような間接事実（基礎的事実）があれば抽象的な要件事実を認定できる
のかという経験則を類型化することが望まれると指摘されているが40、本件審決は特にそういう
試みをしておらず、本件で争点になっている事実認定が、裁判所に比べ行政庁が判断能力があ
る専門的な事項で裁判所の介入を限定する41ほどの問題なのか疑問があり、平成25年独禁法改正
で審判制度も実質的証拠法則も廃止されたように、Ｙの専門性がさほど重視されていない日本
の現状を鑑みても、本件東京高裁判決が実質的証拠法則を逸脱した違法な判決を下したとは言
えない42と考える。 
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36 越知保見「独占禁止法における因果関係－NTT東日本事件最高裁判決とその他の最近の事例から」根岸哲先
生古稀祝賀『競争法の理論と課題』31頁以下（有斐閣　2013年）
37 古城誠「実質的証拠法則（東洋精米機製作所事件）」独禁法審決・判例百選（第４版）235頁
38 上杉秋則「判批」前掲注４　は、東京高裁判決は違法性を左右する核心的事実認定の誤りを指摘するもので
あり、実質的にみて排除型私的独占の構成要件に関する法解釈の誤りの指摘に等しいとみるべきであると指
摘している。
39 諏訪園ほか　前掲注33　28頁
40 諏訪園ほか　同上　30頁
41 古城・前掲注37によれば、実質的証拠法則の目的は、準司法的な慎重な手続で判断されるとともに、裁判所
に比べ行政庁が判断能力がある専門的な事項について、裁判所の介入を限定するところにある。
42 小早川光郎「事実認定の審査と裁量」法学教室147号80頁（1992年）は、実質的証拠法則によらない行政事件
訴訟において、司法審査を抑制する要件裁量が一般的に承認されていると解するのは妥当ではないと指摘し
ている。実質的証拠法則について、基準の解釈と基準の適用とが、すべて基本的には司法審査に服すべきこ
とを前提としつつ、ことがらの専門技術性に鑑み、行政庁が必要に応じて若干の特殊な観点を設定し、それ
を法定基準の適用の場面で用いる余地を行政庁に与えることを意味していると指摘し、通常の行政処分の場
合における不確定概念についての裁判所の審査のあり方と比べて、少なくとも理論的・抽象的にはそれほど
の不均衡はないとも考えられると指摘している。瓦敦史＝西岡繁靖「米国FTCにおける実質的証拠法則につ
いて」公正取引618号43頁（2002年）は、競争会社のシェアの減少や値上がりといった具体的事実が経済的
データや分析に基づいて確定された場合、その点に実質的証拠法則が適用されることになると述べるととも
に、カリフォルニア州歯科医師会が会員に対して割引価格の広告と治療サービスの質に関する広告を規制し
ていたことをFTC法５条違反とした審決に対して、連邦最高裁判所が実質的証拠がないと判示した先例があ
る旨、述べている。
４．今後の争点の検討
　東京高裁は、「Ｘは、Ｙに対し本件排除措置命令の主文の執行も求めているが、Ｙがなすべき
執行行為の意義及び内容は必ずしも明らかでなく、この点についての訴えは不適法であるから、
同訴えを却下する」とも判示した。審判でＺは排除措置命令の妥当性も争っていた。東京高裁
が排除措置命令の内容に検討の余地があると判断したことを示している。
　東京高裁が差し戻すことによりＹに判断を示すことを求めた論点である、正常な競争手段の
範囲を逸脱するような人為性を有すること、一定の取引分野における競争を実質的に制限する
ものであること、公共の利益に反するものであること、の各要件を充足するか否かは、いずれ
も審判で争点となっていた。Ｚの包括徴収はこれらの要件を充たすものではなく、違法ではな
いとの指摘43もある。
　「自らの市場支配力の形成、維持ないし強化という観点からみて正常な競争手段の範囲を逸脱
するような人為性を有する」ものか否かの論点については、Ｚは審判において、包括徴収は利
用者にとってみると、個別の楽曲利用報告が事実上困難であるところ、一定期間に継続的に多
量の楽曲を利用し、利用曲数・利用回数を事前に予測できない場合に、利用報告に関するモニ
タリングコストを減らすことができるメリットがあること、権利者（管理事業者）にとってみ
ると、個別徴収の使用料を積算する方式よりも全体として低廉な利用料を設定することにより、
利用許諾を受けるインセンティブを与える意味があること、包括契約の方式は会員制スポーツ
クラブの月額利用料などで利用され、競争市場における顧客誘引方法として多用されているこ
と、諸外国のほとんどすべての音楽著作権管理団体において採用されていることを指摘して、
包括徴収の方法は合理性と効率性を有するもので、NTT東日本最高裁判決44が述べる人為性が
欠如していることは明らかであると主張45している。
　この論点については、Ｙの排除型私的独占ガイドラインが、「事業者が自ら効率性の向上等の
企業努力により低価格で良質な商品を提供したことによって、競争者の非効率的な事業活動の
継続が困難になったとしても、……排除行為に該当することはない」ことを明らかにしていた。
だが審査官が主張するように、Ｚ以外の管理事業者の排除は、競争の結果として被審人の本件
包括徴収の合理性・効率性が選択されたためではなく、Ｚの本件行為により生ずる追加負担を
回避するために放送事業者がＺ以外の管理事業者の管理楽曲の利用を回避したことなど、本件
包括徴収の合理性・効率性とは無関係の事情によるから、「効率によらない排除」であることは
明らかであろう。
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43 村上政博『独占禁止法（第6版）』（弘文堂　2014年）387-389頁
44 最判平成22年12月17日民集64巻８号2067頁
45 これらの争点の分析には、筆者が公取委に対する情報公開請求によって入手した、審判における審査官最終
意見書と被審人最終意見書を参照した。
　同様にＺは、本件行為には正当化事由があり、「一定の取引分野における競争を実質的に制限
する」という要件を充たさないとも主張している。著作権者のために物理的・技術的に可能な
範囲における効率的かつ合理的な徴収方法であり、目的の正当性が認められ、他の方法によっ
ては目的を実現できないことを認めることができるから手段の正当性も認められることをその
根拠にしている。さらにその合理性・効率性は放送事業者において放送番組で利用したすべて
の楽曲を厳密に把握する必要がないところにあるのに、放送等利用割合を厳密に反映させる包
括徴収の方法を採用することは、合理性・効率性を損なうことになると主張し、不正確な利用
割合の把握は、かえって著作権者に不公平感を生じ競争上も有効ではないこと、仮に将来にお
いて全曲報告を基にした放送等利用割合を反映した包括徴収が可能になっても、算出には相当
の時間と労力がかかり、迅速な使用料の分配の障害になることも主張している。
　この論点についても、審査官の主張するように、包括徴収というシステムが何らかの合理性・
効率性を有しているとしても、著作権等管理事業法の制定前の法制度を背景として利用許諾分
野における極めて強固な地位を占めているＺが、放送等利用割合を反映させない本件包括徴収
によって他の管理事業者を排除し、利用許諾分野における極めて強固な地位を維持・強化する
ことには何らの合理性・効率性は認められず、正当化事由にはなり得ないであろう。もっとも、放
送等利用割合を反映させる包括徴収の採用により、包括徴収に伴う合理性・効率性が必然的に
失われるのであれば、正当化事由が認められることになるとは言えよう。
　「公共の利益に反して」という要件に関しても、Ｚは、公共の利益の意味を自由競争経済秩序
と仮定しても、本件包括徴収には合理性・効率性があるから、自由競争経済秩序の維持という
観点から実質的に評価しても非難に値するものではなく、競争制限効果と仮定してみても、そ
の程度と本件行為によって実現される音楽著作権管理事業の適正かつ効率的な遂行という利益
を比較衡量すれば、独禁法の究極目的に実質的に反しないものというべきであると主張してい
る。
　石油カルテル刑事事件最高裁判決46に即して検討すると、本件行為により排除効果が生じて競
争の実質的制限の要件を充たしている限り、自由競争経済秩序に反することになり、独禁法の
究極目的に実質的に反しないと言えるには、上記の正当化事由と同じく、音楽著作権管理事業
の遂行において包括徴収の合理性・効率性が放送等利用割合を反映させないことに必然的に附
随するものか否かに依拠しているように考える。
　これまでのＺの包括徴収の手法でも、放送等使用料の著作権者への分配を公平に行うには、
放送事業者による楽曲利用のできるだけ正確な把握が求められており、Ｚは自らシステム構築
に取り組んできている。その限度でそれを改良することにより、包括徴収に放送等利用割合を
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反映させることは、不可能を強いるものではなく、莫大なコストを要する非効率なものとも言
い切れないように考える。
　本件の排除措置命令のような放送等利用割合を反映させる手法が先進国で採られているわけ
ではないようであるが、Ｚの包括徴収と同一の手法がそのまま是認されているわけでもないよ
うである47。米国では二大管理団体が存在し、それぞれが包括徴収方式で課金しており、他の管
理団体に支払う使用料が追加負担になる点では日本と同じであるが、①番組別許諾も行われて
おり、これを真の選択肢とする方策、②権利者による直接の権利行使を確保する方策が採られ
ている。米国では団体交渉を通じて管理団体のシェアの変動が使用料総額の決定に反映されて
いる。英国、ドイツの２カ国に共通の発想は、管理楽曲の利用状況が使用料に適正に反映され
る限り、包括徴収方式から生まれる排他性を緩和できるとする点にあり、他の管理団体の管理
楽曲を使用すると追加負担にはなるものの、他の管理団体の管理楽曲の利用に応じて当該管理
団体の報告対象楽曲が少なくなり、利用実績が包括徴収の使用料に反映される仕組みが採られ
ていて、使用料が減額されることになる。
　Ｚの包括徴収の方法では、放送事業者の利用実績が利用料に反映されていない、個別徴収の
使用料が高額に設定されていて放送事業者の選択肢になっていない、番組別許諾も認めていな
い、著作者はすべての著作物を信託的に譲渡しなければならず、著作権者自身がライセンスす
ることが認められていないことになっており、これらに鑑みれば、本件の排除措置命令の手法
も競争促進政策の一つの方策として十分に評価に値すると考える。
　Ｚは、本件排除措置命令が違法であるとも審判で主張している。排除措置命令の論理からは、
放送事業者がＺに支払う放送等使用料額が、他の管理事業者に支払う放送等使用料の額だけ減
額されることが、他の管理事業者が参入するために必要な行為となるが、放送事業者がＺに支
払う使用料は他の管理事業者に支払う使用料とは無関係で連動しておらず、放送事業収入の多
寡にも影響され、Ｚに支払われる額が必ず減額されるとは限らないこと、利用者が全管理事業
者に支払う使用料の総額が増えるのならば、利用割合を示す係数を組み込んでも放送事業者が
他の管理事業者の管理楽曲を利用する結果を実現できないこと、Ｚが採用すべき方法が全く特
定されていないこと、放送事業者が放送番組において利用した音楽著作物の総数とこれに占め
るＺ管理楽曲の割合が明らかになる必要があるが、Ｚ単独の行為では明らかにできず、排除措
置命令の履行が不可能であり、仮に可能であるとしても莫大な労力と費用が必要であり、費用
負担の問題が発生すると主張している。
　審査官の最終意見を参照すると、排除措置命令の主文３項はあらかじめ当委員会の承認を受
けなければならないとしているところ、本件違反行為が放送等使用料の算定において放送等利
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用割合が反映されていない点に問題があるとしているところから、主文3項にいう徴収方法が放
送等利用割合を反映した徴収方法を意味しているようである。Ｚが排除措置命令に従い、放送
等利用割合を反映した徴収方法を採用するのであれば、放送事業者がＺ以外の管理事業者にも
放送等使用料を支払うと、当該放送事業者が負担する放送等使用料の総額が、その分だけ増額
することはなくなり、その意味で追加負担は生じなくなると審査官は追加負担の意味を説明し
ている。審決でその旨、明示して、排除措置命令の文言を変更すべきであろう。
　もっとも、放送等利用割合を反映した徴収方法でも放送事業者が負担する放送等使用料の総
額が増加する場合があることは、本件行為と排除効果との相当因果関係の問題として、審判の
争点となることが考えられよう。
結　　び
　審決を取り消した東京高裁の判断は是認できる。最高裁は上告棄却及び上告不受理決定をす
れば足りるものと考える。Ｙは差戻し後の審判で、速やかにＸを独禁法70条の３に基づき、審
判手続に参加させるべきであろう。
　排除措置命令が審決で変更後に最終的に確定した場合、Ｚが本件包括徴収を排除措置命令の
趣旨に即して自発的に改めてから３年を経過していなければ、新たな課徴金納付命令の対象に
もなろう。Ｚの今後の対応が注目される。
　もっとも本件は現行法の不備も示す事案であったと考える。仮に放送等利用割合を反映する
ように求める排除措置命令が出されても、放送等使用料の総額が増加する場合があり、また、
本件包括徴収以外の要因が作用するため、新規参入者が市場占有率を急激に増やすとも考えに
くい。排除型私的独占の要件該当性には微妙なものがあり、全ての排除型私的独占行為がハー
ドコアカルテルのような悪性の強い行為とは言えない。因果関係が複合している事案もある。
Ｙに対して、裁量の余地のない課徴金納付命令を義務付けている現行法には疑問がある。
　また、平成17年改正前の独禁法にあった、Ｙとの実質的な協議を経て事業者側から是正措置
を申し出る同意審決のような制度がない現行法は、Ｙと事業者の柔軟な対応を阻害しているよ
うにも考える。本件でＺは、「当協会は、本件について、排除措置命令という方法ではなく、Ｙ
との協議を通じて実行可能で効果のある徴収方法を検討することが適当だと考えており」とも
表明していた48のであり、実質的な競争を生み出す方法は、種々、検討の余地がありそうである49。
新たな独禁法改正が必要であると考える。
日本音楽著作権協会（JASRAC） 事件審決取消訴訟東京高裁判決　― 原告適格と実質的証拠法則 ―　― 藤田
― 151 ―
48 Ｚによる2009年４月28日のプレスリリースによる。http://www.jasrac.or.jp/release/index.html
49 安藤和弘「JASRACの放送包括ライセンスをめぐる独禁法上の問題点」知的財産法政策学研究39巻179頁以下
（2012年）217-220頁
